
 

１－２ 新規３業種における「職業能力の体系」整備の経緯 

雇用支援機構では、平成 11 年度から産業分野や業種毎に変化する職務内容を分析

し、「職業能力の体系」の整備を進めている。その結果、平成 26 年度末までに整備

した「職業能力の体系」は業種別では 93 業種、汎用は 7 分野となっている 2。しかし、

経営環境や技術革新等の変化に伴い、職務内容は絶えず変化していることから、「職

業能力の体系」の見直し及び新規整備が求められている。こうした中で、本資料は新

規３業種の整備についてまとめている。以下、その経緯について述べる。 

一般社団法人日本機械工業連合会（以下「日機連」という。）と雇用支援機構は、

平成 26 年 8 月 25 日に人材育成等の分野における連携協力を図ることで合意に達し、

日機連会長、厚生労働大臣、厚生労働副大臣及び経済産業大臣政務官の立ち会いのも

と、協定書の署名式が行われた。この連携協定の締結により、日機連の会員事業主団

体と機構の運営する職業能力開発施設であるポリテクセンターやポリテクカレッジと

の間での職業訓練等を通じた一層の連携協力を促進し、我が国のものづくり産業の人

材育成の強化を図ることとなった。 

日機連から 3 団体（一般社団法人日本食品機械工業会、一般社団法人日本包装機械

工業会、電機・電子・情報通信産業経営者連盟）が、協力団体として推薦された。こ

れを受けて、基盤整備センターでは、以下の 3 業種について「職業能力の体系」の新

規開発を行い、さらに、この「職業能力の体系」をもとに、中核の訓練施設と協力・

連携を図り、中央団体及び企業等のニーズに沿ったコース開発を行うこととなった。 

①食品機械・同装置製造業  （一般社団法人日本食品機械工業会） 

②包装・荷造機械製造業   （一般社団法人日本包装機械工業会） 

③産業用電気機械器具製造業 （電機・電子・情報通信産業経営者連盟） 

 

                             
2 業種別では農業・林業、建設業、製造業、サービス業など 93 業種、業種を問わず汎用として活用で

きるデータとして保全、製造業事務管理部門、製造業営業部門など 1 分野 6 部門がある。  

 

業種別
分　類 業種名 業種数

農業，林業 米作・米作以外の穀作農業、野菜作農業（露地野菜）、酪農業など 5
建設業 土木工事業、建築工事業、大工工事業、鉄骨工事業など 15

製造業
肉加工品製造業、鋳鉄鋳物製造業、機械鋸・刃物製造業、鉄骨製造業、金属プ
レス製品製造業、物流運搬設備製造業、金型製造業など

32

情報通信業 情報サービス業 1
運輸業，郵便業 一般貸切旅客自動車運送業、一般貨物自動車運送業 2

卸売，小売業
各種商品卸売業、衣服卸売業、飲食料品卸売業、機械器具卸売業、百貨店・
スーパー、自動車小売業、ホームセンターなど

15

学術研究，専門･技術サー 建築設計業、測量業、地質調査業、非破壊検査業、エンジニアリング業,など 6
宿泊業，飲食サービス業 旅館、ホテル、専門料理店(和食) 3
生活関連サービス業，娯楽 普通洗濯業、旅行業、葬儀業など 5
教育，学習支援業 専修学校・各種学校 1
医療，福祉 訪問介護事業、有料老人ホーム 2
サービス業(他に分類されな 産業廃棄物処分業、職業紹介業、ビルメンテナンス業など 6

汎用（分野・部門別）
電気保全（メカトロ）分野 1
製造業　経営及び管理事務部門、営業部門、生産管理部門 3
サービス業　経営及び管理事務部門、営業部門、生産管理部門 3

汎用

２　食品機械・同装置製造業の「職業能力の体系」



  ２－１  食品機械・同装置製造業の「職業能力の体系」の整備にあたって 

 食品機械・同装置製造業は、主として農産物、畜産物または水産物を加工処理し、

これを多種多様な食品、飲料、調味料等に調理生成するための工程で用いられる食品

機械・器具及び装置を製造する事業所のことである 1。 

 本業種の整備にあたっては、「国内販売額」及び「食品製造工程の特徴」を考慮し、

「製パン・製菓機械」及び「乳製品加工機械」について取りまとめることとしたが、

類似の機械等についても参考にできるよう、食品機械・同装置製造業を以下の 2 つに

分類して整備することとした。なお、「製パン・製菓機械」については、製品が個別

に製造されることを想定し「自動機・ライン製造業」、「乳製品加工機械」について

は、製品が連続的に流れながら製造されることを想定し、「流体食品・飲料プラント

製造業」とした。 

 

（１） 日本標準産業分類 

 「職業能力の体系」における業種名は、日本標準産業分類（総務省）の小分類もし

くは細分類を参考にし、「職業能力の体系」作成にご協力を頂いた委員の方々と協議

をしながら、分かりやすい名称を選定することとしている 2。こうしたことから、日

本標準産業分類との関係を整理しておく。 

 図表 2-1 は日本標準産業分類と「職業能力の体系」の分類を対比したものである。

食品機械・同装置製造業は、日本標準産業分類における大分類の「製造業」、中分類

の「生産用機械器具製造業」、小分類の「生活関連産業用機械製造業」、細分類の

「食品機械・同装置製造業」に位置づけられている。 

これら食品機械・同装置について大きく分類すると、精米機械、製麦機械、製粉機

械、製麺機械、製パン機械、製菓機械、醸造用機械、牛乳加工機械、飲料加工機械、

肉類加工機械、水産加工機械、製茶用機械、豆腐製造機械、調理食品加工機械、その

他食品及び飲料の加工機械、食料品加工機械となる。 

図表 2-1 日本標準産業分類と「職業能力の体系」の関係 

 

                             
1 総務省 日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）（平成 26 年 4 月 1 日施行） 
2 平成 23 年度までは、名称に一定の基準が必要となるため、業種名は原則日本標準産業分類（以下、

「産業分類」という。）の小分類もしくは細分類を採用することとしていた。しかし、業種の内容が産

業分類に示す範囲の一部であるなど、必ずしも両者の内容が合致していなかった。そこで、平成 24 年

度以降は、産業分類を参考にして実態に合う業種名にした。 

日本標準産業分類
　（平成25年10月改定　平成26年4月1日施行）

職業能力の体系 （整備年）

大分類　E　製造業 03　製造業

小分類　264　生産関連産業用機械製造業
　 細分類　2641　食品機械・同装置製造業 03-33*　食品機械・同装置製造業 （平成27年）

*予定番号

中分類　26　生産業機械器具製造業
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（２） 整備業種の対象範囲 

食品機械・同 装 置製 造 業の 「職業能力の体系」を整備するにあたり、そ

の対象範囲を主な生産品目と事業所規模から次のように設定した。  

・主な生産品目：「製パン・製菓機械」及び「乳製品加工機械」  

・事業所規模： 100 名未満  

従来は、工業統計表「品目編」を参考に、対象となる生産品目を設定していたが、

分類が業界のそれと若干異なっていた。より業界の意向に沿った内容とするため、一

般社団法人日本食品機械工業会 3における食品機械の分類・定義を参考にすることと

した。 

一般社団法人日本食品機械工業会では、食品機械を次のように分類・定義している。 

 精米麦機械・製粉機械 

 製めん（麺）機械 

 製パン/製菓機械 

 牛乳加工機械 

 飲料加工機械 

 肉類加工機械 

 水産加工機械 

 野菜加工機械 

 食料調理・加工機械/豆腐用機械/厨房機械 

 鮮度管理・品質保持機械 

 乾燥器 

 発酵/醸造用機械 

 食品衛生管理機器・装置・資材 

 計量/包装機 

 環境対策機器 

 分析/検査機器装置 

 搬送/輸送機器 

 食品関連機器/装置/その他 

 

a) 主な生産品目の設定根拠  

 生 産品目 が 多 岐 に 亘 る た め、食 品機械 調査統計資 料「国 内販売額の推

                             
3 一般社団法人日本食品機械工業会「FOOMA」（英語表記：THE JAPAN FOOD MACHINERY MANUFACTURERS' 

ASSOCIATION の略）：食品機械に関する調査および研究や情報収集・提供、安全・衛生化および標準化

などの事業推進を通じて、食品機械工業の進歩発展を図り、わが国産業の振興と国民生活の向上に貢献

することを目的としている 
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3 一般社団法人日本食品機械工業会「FOOMA」（英語表記：THE JAPAN FOOD MACHINERY MANUFACTURERS' 
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移」 4を参照した。食品機械の国内販売額推移を図表 2-2 に示す。  

 「 その他 の 食 品 機 械 」 を 除くと 、「製 パン・製菓 機械」 、「乳製品加

工機械 」、 「 飲 料加 工 機 械 」が上位 を占めている。こ れらを比較すると 、

「製 パン・ 製 菓 機 械 」 に お いては 、機械 や装置が、 単体ま たは、ライン

状に 配置さ れ 、 順 番 に 食 品 が加工 されて いくという 工程が 想定される。

「乳 製品加 工 機 械 」 、 「 飲 料加工 機械」 においては 、それ ぞれの機械や

装置 がプラ ン ト の よ う に 配 管で接 続され 、連続的に 加工品 が流れながら

加工されていくという工程が想定される。  

 食 品機械 に お い て は 、 ど ちらも 特徴的 であるため 、主な 生産品目の選

定に あたっ て は 、 こ れ ら の 上位品 目を対 象とし（「 その他 の食品機械」

を除 く）、 ま た 、 類 似 の 機 械及び 関連す る装置等製 造につ いても可能な

限り活用できるよう、次のように 2 つに分類して整備することとした。  

 ・「製パン・製菓機械」→「自動機・ライン製造業」  

・「乳製品加工機械」→「流体食品・飲料加工プラント製造業」  

図 表 2-2 食 品 機 械 の 国 内 販 売 額 推 移  

 
 
b ) 事業所規模の設定根拠  
 品目別、従業者規模別の産出事業所数 5の割合を図表 2-3 に示す。こ

                             
4 出所：一般社団法人日本食品工業会.2014 年食品機械調査統計資料.「食品機械の国内販売額推移」 

(www.fooma.or.jp/pdf/year/1433485837371.pdf) 
5 経済産業省.平成 25 年工業統計表「品目編」データ（平成 27 年 3 月 27 日公表） 
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れによると、従業員数が 100 名以上の企業は非常に少ない割合であり、

それ以下の従業員数で構成されている企業がほとんどを占めている。  

図 表 2-3 品 目 別 、 従 業 者 規 模 別 の 産 出 事 業 所 数 の 割 合  

 
 

（３）整備の方法  
 食品機械・同装置製造業の「職業能力の体系」を整備するにあたり、検討の流れを

図表 2-4 に示す。第 1 は事前調査である。事務局がインターネット（団体や企業の HP、

各種統計資料など）や書籍などから業界の動向、現状と課題、人材育成の状況などに

関する資料・情報の収集を行い、「職業能力の体系」の基本となる枠組みを設定する。

第 2 は作業部会である。事前調査結果を活用して「職業能力の体系」を検討するため

に作業部会（内部、外部）を設ける。内部作業部会で具体的な案を作成し、この案を

外部作業部会で検討して修正する。第 3 は企業ヒアリングである。作業部会で検討し

た案について、関係企業にヒアリングして意見を聴取する。この意見を参考に、再度

作業部会で検討して実態に近づけていく。 

図表 2-4 検討の流れ 
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14社 

0% 25% 50% 75% 100%

穀物処理機械、同装置 

製パン・製菓機械、同装置 

醸造用機械 

牛乳加工・乳製品製造機械、同装置 

肉製品・水産製品製造機械 

その他の食品機械・同装置 

食品機械・同装置の部分品・取付具・附属品 

従業者数 
4～9人 

従業者数 
10～19人 

従業者数 
20～99人 

従業者数 
100人以上 
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以下、作業部会と企業ヒアリングについて具体的に説明する。 

 
a) 作業部会 

 作業部会は、雇用支援機構の職業訓練指導員による内部作業部会と、団体から推

薦された企業の専門家による外部作業部会から成る。内部作業部会では、雇用支援

機構の各施設による事業主支援等の実態を踏まえ、食品機械・同装置製造業に必要

と思われる能力要素を具体的に列挙し、「職業能力の体系」案を作成した。この案

を外部作業部会で企業の視点から検討し、企業の実態に沿うように加除修正を加え

た。内部作業部会は 4 回、外部作業部会は 3 回実施し 6、検討項目は以下のとおり

である。 

 第 1 回内部作業部会-----「職業能力の体系」の理解 

 第 2 回内部作業部会-----「業務の流れ」「職務構成表」案の作成 

 第 1 回外部作業部会-----「業務の流れ」「職務構成表」案の検討 

 第 3 回内部作業部会-----「業務の流れ」「職務構成表」修正案、「職務分析表」

案作成、企業ヒアリング内容作成 

 第 2 回外部作業部会-----「業務の流れ」「職務構成表」「職務分析表」の修正

案検討 

 （企業ヒアリング） 

 第 4 回内部作業部会----- 最終案作成 

 第 3 回外部作業部会----- 成果物の内容確認 

 特に、今回は内部・外部委員を一堂に会した合同作業部会を初めて開催した。今

まで単独で開催していた外部作業部会に、実際の整備作業を進める指導員が加わる

ことで、外部委員と直接意見交換することが可能となり、より具体的な検討を行う

ことができた。これにより、職務分析表の整理等が以前よりスムースに行えるよう

になった。 

 
b) 企業ヒアリング 

 「職業能力の体系」における整備の対象範囲を踏まえ、食品機械・同装置製造業

の実態把握を目的として企業ヒアリングを行った。調査にご協力いただいた企業は

8 社であり、企業規模や所在地は図表 2-5 のとおりである。人材育成の課題等にお

いて、従業者数以外に地域性の有無を確かめるため、北海道及び九州の企業にもヒ

アリングを実施した。 

                             
6 外部作業部会の第 1 回と第 2 回は、内部作業部会の期間中に行い、外部委員、内部委員の合同で行っ

た。 
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(ア) ヒアリングの方法と内容 

 ヒアリング候補として、内部委員（職業訓練

指導員）、事務局員が各地域の事業主支援等で

関わりのある企業を中心に一覧表を作成した。

その中からヒアリング可能な企業を選択し、企

業の管理職・専門職の方々に聞きとりをした。

主な調査項目は以下のとおりである。 

① 業界の動向 

 （現状、今後の見通し） 

② 職業能力の体系 

②－1 業務の流れ 

 （部門構成、各部門の関係性など） 

②－2 職務構成表及び職務分析表 

 （職務範囲と主な内容など） 

③ 人材育成 

 （求められる能力、育成方法、配属と能力開発） 

 
(イ) ヒアリング結果の概要 

 調査結果については、巻末資料 1「食品機械・同装置製造業の動向と人材育成」

にとりまとめた。また、「職業能力の体系」の整備にあたって、業務の流れと職務

構成表に反映し、それぞれの内容について加除修正をした。 

 
  

No. 事業所名 地域
従業者
数（人）

① A社 関東
500人
　以上

② B社 関東
200〜
499人

③ C社 北海道

④ D社 北海道

⑤ E社 北海道

⑥ F社 北海道

⑦ G社 北海道

⑧ H社 九州

図表2-5　企業ヒアリング一覧

10人
未満

10人
未満

100〜
199人

20〜
99人

20〜
99人

20〜
99人
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(ア) ヒアリングの方法と内容 

 ヒアリング候補として、内部委員（職業訓練

指導員）、事務局員が各地域の事業主支援等で

関わりのある企業を中心に一覧表を作成した。

その中からヒアリング可能な企業を選択し、企

業の管理職・専門職の方々に聞きとりをした。

主な調査項目は以下のとおりである。 

① 業界の動向 

 （現状、今後の見通し） 

② 職業能力の体系 

②－1 業務の流れ 

 （部門構成、各部門の関係性など） 

②－2 職務構成表及び職務分析表 

 （職務範囲と主な内容など） 

③ 人材育成 

 （求められる能力、育成方法、配属と能力開発） 

 
(イ) ヒアリング結果の概要 

 調査結果については、巻末資料 1「食品機械・同装置製造業の動向と人材育成」

にとりまとめた。また、「職業能力の体系」の整備にあたって、業務の流れと職務

構成表に反映し、それぞれの内容について加除修正をした。 

 
  

No. 事業所名 地域
従業者
数（人）

① A社 関東
500人
　以上

② B社 関東
200〜
499人

③ C社 北海道

④ D社 北海道

⑤ E社 北海道

⑥ F社 北海道

⑦ G社 北海道

⑧ H社 九州

図表2-5　企業ヒアリング一覧

10人
未満

10人
未満

100〜
199人

20〜
99人

20〜
99人

20〜
99人

２－２  食品機械・同装置製造業の「職業能力の体系」  

 

（１）業務の流れ  

「業務の流れ」は、製造工程など製造の部署の流れと営業などの間接部署の関係を

示した相関図であり、「業務の流れ」から視覚的に企業全体の業務の流れをイメージ

することができる。  

例えば、営業はどのような役割を担っているか、受注納品業務はどの部署と関わっ

ているか、設計部門や製造部門にはどのような業務があるか、それぞれがどのように

関係しているか、などを把握することができる。  

なお、図表中の両矢印（⇔）は部門間のやり取りを表している。  

 

① 自動機・ライン製造業  

 自動機・ライン製造業における「業務の流れ」を図表 2-6 に示す。  

 

図表 2-6 自動機・ライン製造業における業務の流れ   

 

業務の流れと しては 、 「営 業部門」で受注することから始まるが、既製

品か新製品・特注品かによりその後の各部門の関わり方が異なってくる。  
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a) 既製品の場合  

 《営業 部門 （受注 ） 》→ 《生産管理部門（生産状況確認等、資材等調

達）》→ 《製 造・組 立 部門 （製品製造・組立）》→《生産管理部門（品

質管理）》→《サービス部門（搬入・据付）》   

 

 既製品の場 合は、 既 に仕 様が決まっているため「設計・開発部門」の

関わりはそれ ほど大 き くな い。顧客仕様に応じた設計変更が行われるこ

とになる。  

 次 に 、 「 生 産 管 理 部 門 」 で は 、 工 場 の 生 産 活 動 状 況 等 を 踏 ま え て 、

「購買部 門」 に資材 調 達等 の依頼を行う。「製造部門」においては、指

示された仕様 に基づ き 、製 品の製造および組立を行う。これらの製品は

再度「生産管 理部門 」 にお ける検査等による社内での品質管理が行われ

る。  

 その後、サービス部門により、客先への搬入・据付と併せて導入説明等が行わ

れる。この際、顧客の要求する仕様を満たしていれば、初めて納品が完了すること

となる。また、故障等に対する対応や意見・要望などは同部門を通じて社内にフィ

ードバックされるという一連の流れにより、ＰＤＣＡサイクルを回している。 

 

b) 新製品・特注品の場合 

 《営業部門 （受注 ） 》→ 《設計・開発部門（仕様に基づく設計等）》

→ 《 生 産 管 理 部 門 （ 生 産 状 況 確 認 等 、 購 買 部 門 へ の 資 材 等 調 達 ） 》 →

《 製 造 ・ 組 立 部 門 （ 製 品 製 造 ・ 組 立 ） 》 → 《 生 産 管 理 部 門 （ 品 質 管

理）》→《サ ービス 部 門（ 搬入・据付）》＆《設計・開発部門（メンテ

ナンス等》  

  

 新製品 ・オ ーダー 品 につ いては、新たに食品機械を製作することから、

「設計・ 開発 部門」 の ウェ イトがかなり大きくなる。したがって、「営

業部門」 と「 設計・ 開 発部 門」とのやり取りの中で、顧客の要求・仕様

を満たす べく 設計が 行 われ ていく。「生産管理部門」では自社製造の可

否や外注 の必 要性な ど 検討 も行われる。製造から納品にいたるまでの流

れは既製 品の 場合と 同 様で あるが、初めて製作するものであるため、各

部品・組 立に かかる 検 査項 目の作成やメンテナンス対応も「設計・開発

部門」が担当することがある。  
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a) 既製品の場合  

 《営業部門（受注）》→《生産管理部門（ 生産 状況確 認 等、 資材等調

達）》→《製造・組立部門（製品製造・組立 ）》 →《生 産 管理 部門（品

質管理）》→《サービス部門（搬入・据付）》   

 

 既製品の場合は、既に仕様が決まっている ため 「設計 ・ 開発 部門」の

関わりはそれほど大きくない。顧客仕様に応 じた 設計変 更 が行 われるこ

とになる。  

 次 に 、 「 生 産 管 理 部 門 」 で は 、 工 場 の 生 産 活 動 状 況 等 を 踏 ま え て 、

「購買部門」に資材調達等の依頼を行う。「 製造 部門」 に おい ては、指

示された仕様に基づき、製品の製造および組 立を 行う。 こ れら の製品は

再度「生産管理部門」における検査等による 社内 での品 質 管理 が行われ

る。  

 その後、サービス部門により、客先への搬入・据付と併せて導入説明等が行わ

れる。この際、顧客の要求する仕様を満たしていれば、初めて納品が完了すること

となる。また、故障等に対する対応や意見・要望などは同部門を通じて社内にフィ

ードバックされるという一連の流れにより、ＰＤＣＡサイクルを回している。 

 

b) 新製品・特注品の場合 

 《営業部門（受注）》→《設計・開発部門 （仕 様に基 づ く設 計等）》

→ 《 生 産 管 理 部 門 （ 生 産 状 況 確 認 等 、 購 買 部 門 へ の 資 材 等 調 達 ） 》 →

《 製 造 ・ 組 立 部 門 （ 製 品 製 造 ・ 組 立 ） 》 → 《 生 産 管 理 部 門 （ 品 質 管

理）》→《サービス部門（搬入・据付）》＆ 《設 計・開 発 部門 （メンテ

ナンス等》  

  

 新製品・オーダー品については、新たに食 品機 械を製 作 することから、

「設計・開発部門」のウェイトがかなり大き くな る。し た がっ て、「営

業部門」と「設計・開発部門」とのやり取り の中 で、顧 客 の要 求・仕様

を満たすべく設計が行われていく。「生産管 理部 門」で は 自社 製造の可

否や外注の必要性など検討も行われる。製造 から 納品に い たる までの流

れは既製品の場合と同様であるが、初めて製 作す るもの で ある ため、各

部品・組立にかかる検査項目の作成やメンテ ナン ス対応 も 「設 計・開発

部門」が担当することがある。  

 

  

② 流体食品・飲料加工プラント製造業  

 流体食品・飲 料加 工 プラ ン ト製造業における「業務の流れ」を図表 2-7

に示す。  

図表 2-7 流体食品・飲料加工プラント製造業における業務の流れ   

 

 
《 営 業 部 門 （ 受 注 ） 》 → 《 設 計 ・ 開 発 部 門 （ 仕 様 に 基 づ く 設 計 等 ） 》 →

《 生 産 管 理 部 門 （ 生 産 状 況 確 認 等 、 購 買 部 門 へ の 資 材 等 調 達 ） 》 → 《 製

造・組立部門（製品製造・組立）》→《生産管理部門（社内における出荷

前検査）》→《施工部門（搬入、現場施工、教育等）》→《生産管理部門

（引渡し前の最終的な品質保証）》→《サービス部門（メンテナンス）》  

 

 流体食品・ 飲料加 工 プラ ント製造業においては、取扱う食材等が流動性

を持っている ことか ら 、プ ラントエンジニアリングに関わる「設計・開発」

要素が大きな ウェイ ト を占 める。また、工場における製造・組立に加え、

それらを現地 に搬入 し 、据 付や組立、配管などもあることから、「施工部

門」を独立させている。  

 業務の流れ として は 、「 営業部門」で受注した内容に基づき、「設計・

開発部門」に おいて 設 計が 行われる。「生産管理部門」では、自動機・ラ
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イン製造業同 様、必 要 に応 じて内製や外注等の指示を「購買部門」や「製

造・組立部門 」に行 う 。客 先への搬入前には社内での検査を行い、現地で

の作業に移る 。現地 で は「 施工部門」による機械や装置等の据付、組立や

配管、電気、 計装等 の 接続 作業が行われ、仕様どおりに性能・機能が発揮

できることが 確認さ れ れば 、引渡し完了となる。これにあわせて、操作方

法や設備管理等に関するオペレート教育が行われる。  

 「サービス 部門」 で は契 約内容に基づき、定期メンテナンスや顧客の対

応状況をフィードバックすることによりＰＤＣＡサイクルを回している。  

  

 最後に、自 動機・ ラ イン 製造業および流体食品・プラント製造業に共通

する「品質保証」の位置付けについて述べる。  

・ 企業規模が大きくなれば、「品質保証部門」として独立していることが多いが、

中小企業規模を想定したため、生産管理部門の職務に位置づけている 

・ 各部門における品質管理とは別に、品質保証（引渡し前の最終製品に対する確認

等）を行う 

・ 全ての行程での検査結果から「適合と判断」して引渡しの許可を与えている 

・ 品質保証における試験検査表の作成は設計が行うが、試験検査については職務

「品質保証」にて行うこと 

 以上のことから、業務の流れにおける「品質管理」の位置付けは、「生産管理部門」

の中の職務「品質管理」としている。 
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イン製造業同様、必要に応じて内製や外注等 の指 示を「 購 買部 門」や「製

造・組立部門」に行う。客先への搬入前には 社内 での検 査 を行 い、現地で

の作業に移る。現地では「施工部門」による 機械 や装置 等 の据 付、組立や

配管、電気、計装等の接続作業が行われ、仕 様ど おりに 性 能・ 機能が発揮

できることが確認されれば、引渡し完了とな る。 これに あ わせ て、操作方

法や設備管理等に関するオペレート教育が行われる。  

 「サービス部門」では契約内容に基づき、 定期 メンテ ナ ンス や顧客の対

応状況をフィードバックすることによりＰＤＣＡサイクルを回している。  

  

 最後に、自動機・ライン製造業および流体 食品 ・プラ ン ト製 造業に共通

する「品質保証」の位置付けについて述べる。  

・ 企業規模が大きくなれば、「品質保証部門」として独立していることが多いが、

中小企業規模を想定したため、生産管理部門の職務に位置づけている 

・ 各部門における品質管理とは別に、品質保証（引渡し前の最終製品に対する確認

等）を行う 

・ 全ての行程での検査結果から「適合と判断」して引渡しの許可を与えている 

・ 品質保証における試験検査表の作成は設計が行うが、試験検査については職務

「品質保証」にて行うこと 

 以上のことから、業務の流れにおける「品質管理」の位置付けは、「生産管理部門」

の中の職務「品質管理」としている。 

 
  

（２）職務構成表  

「職務構成表 」 は企 業 の組 織構成を示したものであり、経営方針の変化

等により、同一企業でも時代とともに変化していくものと考えられる。  

今年度の 食品 機 械・ 同 装置 製造業の整備にあたっては、既に整備されて

いる「金属工 作機械 製 造業 」及び「プラントエンジニアリング業」を参考

にし、業種に 特化す る 要素 を追加等することにより作業を進めた。整備し

た食品機械・同装置製造業における 2 業種について図表 2-8 及び図表 2-9

に示す。  

図表 2-8 自動機・ライン製造業の職務構成表 

 

 

  

部門 職務 部門 職務
経営 経営 サービス 納品
営業 営業管理 メンテナンス

営業活動 事務管理 総務
技術営業 人事

設計・開発 機械設計 労務
電気設計 法務
開発・研究 経理

生産管理 設備・機器管理
作業環境管理
外部環境管理
工程管理
品質保証

購買 資材調達
機械調達

製造・組立 生産技術
切削加工（樹脂加工含む）
板金加工
溶接
研削加工
表面処理
熱処理
機械組立
電気組立
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図表 2-9 流体食品・飲料加工プラント製造業の職務構成表 

 

  

（３）職務分析表  

「職務分析表」は、職業に従事するために必要な職業能力を明確にし、その能力を

段階的かつ体系的に整理したものである。同表は、左から分類の大きさの順に「部門」

→「職務」→「仕事」→「作業」→「作業に必要な主な知識、技能・技術」としてい

る。また、「作業に必要な主な知識、技能・技術」は、その作業を実施するうえでの

動作とその前提知識を記載している。併せて、その「仕事」がどのレベルであるかも

標記している。 

食品機械・同装置製造業の「職務分析表」を図表2-10～図表2-21に示す。 

  

部門 職務 部門 職務
経営 経営 施工 搬入・据付
営業 営業管理 現地組立

営業活動 配管組立
技術営業 計装設備工事

設計・開発 プロセス設計 電気工事
レイアウト設計 調整・試運転
機器・装置設計 オペレート教育
配管設計 引渡し
計装設備設計 サービス メンテナンス
計測制御システム設計 顧客対応
制御プログラミング 事務管理 総務
電気設備設計 人事
付帯システム設計 労務
試験・検査設計 法務
開発・研究 経理

生産管理 設備・機器管理
作業環境管理
外部環境管理
工程管理
品質保証

購買 資材調達
機械調達

製造・組立 生産技術
切削加工（樹脂加工含）
板金加工
溶接
研削加工
表面処理
配管加工
機械組立
電気組立
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図表 2-9 流体食品・飲料加工プラント製造業の職務構成表 

 

  

（３）職務分析表  

「職務分析表」は、職業に従事するために必要な職業能力を明確にし、その能力を

段階的かつ体系的に整理したものである。同表は、左から分類の大きさの順に「部門」

→「職務」→「仕事」→「作業」→「作業に必要な主な知識、技能・技術」としてい

る。また、「作業に必要な主な知識、技能・技術」は、その作業を実施するうえでの

動作とその前提知識を記載している。併せて、その「仕事」がどのレベルであるかも

標記している。 

食品機械・同装置製造業の「職務分析表」を図表2-10～図表2-21に示す。 

  

部門 職務 部門 職務
経営 経営 施工 搬入・据付
営業 営業管理 現地組立

営業活動 配管組立
技術営業 計装設備工事

設計・開発 プロセス設計 電気工事
レイアウト設計 調整・試運転
機器・装置設計 オペレート教育
配管設計 引渡し
計装設備設計 サービス メンテナンス
計測制御システム設計 顧客対応
制御プログラミング 事務管理 総務
電気設備設計 人事
付帯システム設計 労務
試験・検査設計 法務
開発・研究 経理

生産管理 設備・機器管理
作業環境管理
外部環境管理
工程管理
品質保証

購買 資材調達
機械調達

製造・組立 生産技術
切削加工（樹脂加工含）
板金加工
溶接
研削加工
表面処理
配管加工
機械組立
電気組立

《職務分析表作成における主な検討事項》 

【自動機・ライン製造業】 

（製造・組立部門） 

 職務「機械組立」の仕事「機械的動作確認」に、作業「動作確認評価」を追

加したこと 

 

【流体食品・飲料加工プラント製造業】 

（設計・開発部門） 

 設計・開発部門の職務については、実際の流れをイメージし、上から下に職

務を記載すること。また、職務「レイアウト設計」、「配管設計」、「計装

設備設計」、「付帯システム設計」を追加すること 

（製造・組立部門） 

 部品や機器等については購入や外注が多く、生産することは少ないが、職務

「機械加工」は基本的な要素として必要であるため残すこと 

 職務「樹脂加工」については、職務「切削加工」の範疇とすることとし、特

に記載しなくてよいこと 

 職務「配管加工」の仕事「配管」の「溶接」作業については、「溶接配管

（手溶接）」（状況判断が必要であるもの）と「溶接配管（自動溶接機）」

（条件設定が主であるもの）に区別すること 

（施工部門） 

 施工部門の職務として「搬入・据付」と「現地組立」を追加すること 

 設計部門で職務「計装設備設計」を追加したことに関連し、「施工部門」で

職務「計装設備工事」を追加し、計装設備工事（仕事「電気信号配線工事」）

と電気工事（仕事「電気工事」）を区別したこと 

 設計部門の職務「電気設備設計」でキュービクル等の電源や動力配線を設計

し、施工部門の職務「電気工事」でその部分の配線等を行うように作成した

こと 

 

【共通】 

（営業部門） 

 営業部門に職務「技術営業」に関する項目を追加すること 

 営業部門の職務「技術営業」に、仕事「テクニカルライティング」を追加す

ること 

（設計・開発部門） 

 職務「機器・装置設計」の作業「装置設計の基礎」の「作業に必要な主な知
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識、技能・技術」に、主な国際安全規格（食品加工機械に関する10項目）を

明記すること 

・ 輸出国により法令要求が違ってくること 

・ 法令に関しては、機械・同装置の輸出に関係するため、特に設計・開発、

品質管理、購買、サービス業務に携わる者は知っておく必要があること 

 製造・組立等の現場だけでなく、設計者にも安全衛生に関する知識は求めら

れるため、職務「機器・装置設計」の仕事「装置設計の基礎」に「労働安全

衛生法について知っている」を追加すること 

 職務「機器・装置設計」の仕事「装置設計」の作業名（装置名及び内容）を

変更することで、類似の食品機械・同装置の製造業においても汎用的に活用

できるようにしたこと 

 職務「機器設計・装置設計」において、市販されている工業高校レベルのテ

キストに掲載されている機器・装置は「設計ができる」こととし、掲載の無

いものについては「選定ができる」こととした 

 仕事「知的財産管理」については、職務「開発・研究」の要素であると考え

られるため、職務「生産技術」から移動したこと 

（製造・組立部門） 

 職務「生産技術」を計画管理部門から製造・組立部門に移動したこと 

 職務「電気組立」における仕事「制御盤検査」については、外観等検査と電

気的検証について難易度が異なるため、明確に分けること。 

・ 電気的検証については、IEC60204-1（JIS B 9960-1）が重要であること 

 表面処理について 

・ 食品が触れる箇所（フードゾーン）ではメッキなど、剥離する可能性が

あるものは使わないこと 

・ テフロンコーティング使用を追加すること 

・ 噴射加工に「ショットブラスト、ビーズブラスト」を追加すること 

・ ステンレスの不動態化処理を追加すること 

（生産管理部門） 

 職務「品質保証」の仕事「品質管理活動」の「QC（品質管理）活動」作業に、

QC７つ道具、新QC７つ道具の詳細を明記すること 

（購買部門） 

 計画管理部門に含まれていた購買部門を単独としたこと（部品や機械等の購

入に関わる部門であるため） 

 購買管理部門について、秘密保護契約に関する項目を追加すること 
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識、技能・技術」に、主な国際安全規格（食品加工機械に関する10項目）を

明記すること 

・ 輸出国により法令要求が違ってくること 

・ 法令に関しては、機械・同装置の輸出に関係するため、特に設計・開発、

品質管理、購買、サービス業務に携わる者は知っておく必要があること 

 製造・組立等の現場だけでなく、設計者にも安全衛生に関する知識は求めら

れるため、職務「機器・装置設計」の仕事「装置設計の基礎」に「労働安全

衛生法について知っている」を追加すること 

 職務「機器・装置設計」の仕事「装置設計」の作業名（装置名及び内容）を

変更することで、類似の食品機械・同装置の製造業においても汎用的に活用

できるようにしたこと 

 職務「機器設計・装置設計」において、市販されている工業高校レベルのテ

キストに掲載されている機器・装置は「設計ができる」こととし、掲載の無

いものについては「選定ができる」こととした 

 仕事「知的財産管理」については、職務「開発・研究」の要素であると考え

られるため、職務「生産技術」から移動したこと 

（製造・組立部門） 

 職務「生産技術」を計画管理部門から製造・組立部門に移動したこと 

 職務「電気組立」における仕事「制御盤検査」については、外観等検査と電

気的検証について難易度が異なるため、明確に分けること。 

・ 電気的検証については、IEC60204-1（JIS B 9960-1）が重要であること 

 表面処理について 

・ 食品が触れる箇所（フードゾーン）ではメッキなど、剥離する可能性が

あるものは使わないこと 

・ テフロンコーティング使用を追加すること 

・ 噴射加工に「ショットブラスト、ビーズブラスト」を追加すること 

・ ステンレスの不動態化処理を追加すること 

（生産管理部門） 

 職務「品質保証」の仕事「品質管理活動」の「QC（品質管理）活動」作業に、

QC７つ道具、新QC７つ道具の詳細を明記すること 

（購買部門） 

 計画管理部門に含まれていた購買部門を単独としたこと（部品や機械等の購

入に関わる部門であるため） 

 購買管理部門について、秘密保護契約に関する項目を追加すること 

 

（サービス部門） 

 職務「メンテナンス」の仕事「機械・電気保守」の「保守管理」作業に、作

業に必要な主な知識、技能・技術として「予防保全の計画を立てることがで

きる」に関する内容を追加すること 

 

【仕事のレベルについて】 

 参考的に付与するものであり、企業によってバラツキがあること 

 仕事の難易度を直接表してはいないこと 

・ 新人等のキャリア形成上、担当させる仕事を想定していること（まずは

現場から配属されることが多い） 

 同じ仕事においても（例えば設計業務）、企画レベルから詳細設計、製図と

いうように作業が具体化すれば難易度は下がること 
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

均熱対策ができる

攪拌ファンについて知っている

仕切り壁方式等を知っている

温度検出方法について知っている

温度制御方法について知っている

搬送装置設計 高温環境内の搬送ラインの選択・決定ができる

加熱装置内の搬送方法について知っている

装置内に使用する材料について知っている

過負荷検知について知っている

コンベヤ方式・ローラ方式装置内搬送構造を知っている

安全・点検・清掃作業に配慮すべき箇所を知っている

常温環境内の搬送ラインの選択・決定ができる

装置内に使用する材料について知っている

過負荷検知について知っている

コンベヤ方式・ローラ方式装置内搬送構造を知っている

安全・点検・清掃作業に配慮すべき箇所を知っている

シール（密封）装置について知っている

最適な機構の選択・決定ができる

均分化機構を知っている

姿勢調整機構を知っている

整列機構を知っている

必要な機能の決定ができる

位置決め装置を知っている

非常停止装置を知っている

安全装置を知っている

付帯装置設計 異物混入検査装置の設計・選定ができる

金属検知器について知っている

Ⅹ線検査装置について知っている

製品品質検査装置の設計・選定ができる

重量判定装置について知っている

液面検査装置について知っている

画像処理装置（印字チェック、張付位置チェック）について知ってい
る

機械製図 2
部品図・組立図
作成(２次元ＣＡ
Ｄ作業含む）

組立図および部品図を作成することができる

機械製図（JIS B 0001）などの規格を知っている

2次元CAD等のツールの利用法を知っている

部品図及び組立図の作成手順を知っている

寸法・公差・表面性状などの要求要件に応じた図面を作成することが
できる

寸法公差、はめあい、幾何公差、表面性状などの図示方法を知っ
ている

要求要件に応じた指示内容の選択基準を知っている

図表などの関連情報・指示事項を作成することができる

加工方法や加工機械を知っている

必要とする設計情報を知っている

部品図と組立図の関連を図示することができる

組み立て順序を知っている

機構（メカニズム）の種類と特徴を知っている

専用CADソフトの操作ができる

製図機能を知っている
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

機械の調整方法を知っている

電気組立 制御盤製作 1 制御盤の組立 制御器具の取り付けができる

各種器具取付方法を知っている

適正トルクについて知っている

制御盤配線 制御盤内の配線ができる

シーケンス図の読み方を知っている

制御器具への配線方法を知っている

束配線方法を知っている

JIS、JEM規格を知っている

機体配線 1 配線 制御装置の配線作業ができる

各種センサー、アクチュエータの配線方法を知っている

電線・ケーブルの種類と接続方法を知っている

ノイズの低減方法を知っている

制御盤検査
（外観等検
査）

1
制御盤の外観
等検査

社内検査項目に基づいた検査ができる

盤面の傷の検査について知っている

レイアウトの検査について知っている

外観寸法検査について知っている

塗装検査について知っている

配線状況検査について知っている

検出器などの適正取り付け及び適正感度について知っている

防水を考慮した配線について知っている

制御盤検査
（電気的検
証）

2
制御盤の電気
的検証

IEC60204-1（JIS B 9960-1)に基づいた検証ができる

機械の電気装置に対する一般要求事項について知っている
※一般事項6項目については以下のとおり
①電気装置がその技術文書に適合することを検証する
②電源自動遮断器による保護が達成される条件の検証
（上記2項目をまとめて）
※電源自動遮断による保護が達成される条件の検証
③絶縁抵抗試験
④耐電圧試験
⑤残留電圧保護
⑥機能試験
（⑦再試験）
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

サービス 納品 据付・調整 1
機器の据え付
け作業

据え付け作業補助ができる

機器設置工事に関係する部署・会社との日程・工数調整方法を
知っている

設置（アンカーボルト固定、吊り上げなど）及びその指示方法を知っ
ている

水平設置調整方法を知っている

1次側配管作業補助ができる

配管系統図の読み方を知っている

配管作業方法を知っている

配管部の漏れ検査方法を知っている

試運転と操作指導ができる

JIS B 6003「工作機械振動測定法」と振動計の取り扱い方法を知っ
ている

機器単独運転時の許容騒音レベルと騒音計の取り扱い方法を知っ
ている

取り扱い上の注意及び操作方法の顧客への指導方法を知ってい
る

加工品の仕上
り調整

仕上り調整ができる

顧客対応の仕方について知っている

要求仕様書について知っている

装置使用方法について知っている

関連法令について知っている

操作説明 機器操作説明ができる

機器の構成を知っている

機器の操作方法を知っている

機器の調整方法を知っている

保守作業について知っている

洗浄方法の説明ができる

分解方法について知っている

洗浄方法について知っている

電源配線作
業

1 電気配管工事
露出配管、隠ぺい配管、コンクリート埋め込み配管などの各種配管が
できる

管の種類と特徴、それぞれの施工方法を知っている

各種類のシンボル・記号を知っている

設計図、仕様書、施工要領書を知っている

振動や圧力に対する管の防護装置を知っている

通線、接続に配慮したボックスの取り付けができる

ボックスの防湿処理を知っている

ボックスの防爆処理を知っている

各種管の特性および造営材の種類に応じた適切な支持ができる

建築関連・電気設備関連の法規を知っている

管の種類に応じた適切な支持間隔を知っている

露出配管する場合の各種支持方法を知っている

管をコンクリートへ埋め込む場合の支持方法を知っている

断面の変形に配慮した屈曲ができる

建築関連・電気設備関連の法規を知っている

管の種類に応じた適切な屈曲方法を知っている

管とボックスおよび管相互の接続ができる

建築関連・電気設備関連の法規を知っている

管の種類に応じた適切な接続方法を知っている

配線工事 管への通線ができる

図表2-12 食品機械・同装置製造業（自動機・ライン製造業）における「職務分析表」《サービス部門》
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

温度測定装置の選定について知っている

保温・保冷装置について知っている

検査項目（金属、酸度、菌）に応じた検査方法について知っている

機械製図

2
部品図・組立図
作成(２次元
CAD作業含む）

組立図および部品図を作成することができる

機械製図（JIS B 0001）などの規格を知っている

2次元CAD等のツールの利用法を知っている

部品図及び組立図の作成手順を知っている

寸法・公差・表面性状などの要求要件に応じた図面を作成することが
できる

寸法公差、はめあい、幾何公差、表面性状などの図示方法を知っ
ている

要求要件に応じた指示内容の選択基準を知っている

図表などの関連情報・指示事項を作成することができる

加工方法や加工機械を知っている

必要とする設計情報を知っている

部品図と組立図の関連を図示することができる

組み立て順序を知っている

機構（メカニズム）の種類と特徴を知っている

専用CADソフトの操作ができる

製図機能を知っている

図面作成方法を知っている

機械要素部品の作成方法を知っている

３次元モデリン
グ

3次元CADの運用方法や目的を決めることができる

3次元CADの特徴を知っている

社内での目的や運用方法などを知っている

アセンブリデータ構造の作成ができる

アセンブリの階層構造に分類する方法を知っている

3次元モデルに必要な関連情報を知っている

アセンブリデータの作成方法を知っている

部品モデルデータの作成ができる

部品モデルデータの作成方法を知っている

次工程へのデータの利用用途に応じた作成方法を知っている

複雑な形状データの作成方法を知っている

配管設計
配管基本設
計 3

配管基本設計
プランの作成

プロジェクト計画に基づいて配管の基本設計の立案ができる

プラントの基本設計を知っている

配管材料の種類性能を知っている

配管関係の適用法令基準を知っている

流体力学など配管設計に必要な知識を知っている

情報を体系的に整理し、部門内の共有化を図ることができる

配管設計に関する最新の技術特許動向を知っている

設計から施工に至る一連のプロセスを知っている

配管基本設計
の策定

配管設計基準書や配管材料仕様書を作成できる

プロジェクトの全体像を知っている

目標とするプラントスペックを知っている
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

シールによる配管接続方法を知っている

潤滑配管 潤滑系統図を読むことができる

油とグリースの特長と用途を知っている

潤滑剤の種類と、粘度やちょう度の判定方法を知っている

潤滑方法（全損式、循環式強制潤滑方式）を知っている

潤滑配管ができる

系統図の読み方を知っている

潤滑ユニット機器の機能と特長、用途を知っている

シールによる配管接続方法を知っている

分配弁の取り付けと動作確認ができる

分配弁の機能と特長を知っている

分配弁と適合配管の調整方法を知っている

適油、適量確認方法を知っている

電気組立
制御盤製作

1 制御盤の組立 制御器具の取り付けができる

各種器具取付方法を知っている

適正トルクについて知っている

制御盤配線 制御盤内の配線ができる

シーケンス図の読み方を知っている

制御器具への配線方法を知っている

束配線方法を知っている

JIS、JEM規格を知っている

計装設備製
作

1
計装装置の配
線

ユニット単位での計装装置の配線作業ができる

各種センサー、アクチュエータ、電磁弁への配線方法を知っている

電線・ケーブルの種類と接続方法を知っている

アナログ信号について知っている

ノイズの低減方法を知っている

制御盤検査
（外観等検
査）

1
制御盤の外観
等検査

社内検査項目に基づいた検査ができる

盤面の傷の検査について知っている

レイアウトの検査について知っている

外観寸法検査について知っている

塗装検査について知っている

配線状況検査について知っている

検出器などの適正取り付け及び適正感度について知っている

防水を考慮した配線について知っている

制御盤検査
（電気的検
証）

2
制御盤の電気
的検証

IEC60204-1（JIS B 9960-1)に基づいた検証ができる

機械の電気装置に対する一般要求事項について知っている
※一般事項6項目については以下のとおり
①電気装置がその技術文書に適合することを検証する
②電源自動遮断器による保護が達成される条件の検証
（上記2項目をまとめて）
※電源自動遮断による保護が達成される条件の検証
③絶縁抵抗試験
④耐電圧試験
⑤残留電圧保護
⑥機能試験
（⑦再試験）
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

施工 搬入・据付 運搬 1 運搬計画を策定できる

関係する部署・会社との日程・工数調整方法を知っている

 計画書の記載方法について知っている

運搬指示
積み込み、搬出、運搬まで（外注）適切な指示ができる

運搬業者との工程調整法を知っている

　指示書の作成方法について知っている

機器据付 2 機器搬入 搬入機器の寸法、重量、制御方式などを確認できる

運搬機器の仕様等を知っている

　運搬方法の検討について知っている

搬入経路、搬入時期を確認できる

設置場所建屋の平面図の読み方を知っている

納品先業者との工程調整法を知っている

機器据付 墨出し作業により機器の据付位置を確定できる

配置図の読み方を知っている

　墨出し方法について知っている

架台の設置・機器レベルの設定・機器の組み立てができる

機器設置に関する水平設置調整方法を知っている

測定器の操作方法について知っている

重量運搬・据付ができる

安全を考慮した運搬指示方法について知っている

設置（アンカーボルト固定、吊り上げなど）及びその指示方法を知っ
ている

現地組立 組立 2 組立準備 組立に必要な工具を準備・使用することができる

工具のセッティング方法について知っている

組立用の工具の使用方法を知っている

組立時に安全策を立てることができる

組立に関する安全対策法を知っている

　安全の指示方法について知っている

組立 設計図から、各部材の正確な角度・位置を読み取ることができる

設計図の読み方を知っている

部材・装置について知っている

固定方法に合わせた治工具の選定ができる

固定用治具の種類について知っている

固定用治具の仕様を知っている

組立順序について確認ができる

組立工程表を知っている

組立図の読み方について知っている

配管加工
配管サポー
ト施工

1
配管サポート施
工

配管サポートの施工ができる

配管図の読み方を知っている

サポートの基礎工事について知っている

サポート組立方法を知っている

隔壁貫通処理の方法を知っている

切断加工 1 切断加工 配管の切断準備ができる

管種別毎の切断工具を知っている

切断用切削油などの使用方法を知っている

配管の切断加工ができる

各種切断工具の使用方法を知っている

管種別毎の切断方法を知っている

切断面の仕上げ方法について知っている

穴あけ加工 1 穴あけ加工 穴あけ加工の準備ができる

運搬計画の作
成

図表2-15 食品機械・同装置製造業（流体食品・飲料加工ﾌﾟﾗﾝﾄ製造業）における「職務分析表」《施工部門》
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

管種別毎の穴あけ工具を知っている

穴あけ用切削油などの使用方法を知っている

穴あけ加工ができる

各種穴あけ工具の使用方法を知っている

管種別毎の穴あけ方法を知っている

穴あけ面の仕上げ方法について知っている

バーリング加工について知っている

曲げ加工 1 曲げ加工 曲げ加工の準備ができる

管種別毎の曲げ工具を知っている

加工スタートの基準面出しができる

曲げ加工ができる

各種曲げ工具の使用方法を知っている

管種別毎の曲げ方法を知っている

曲げ加工面の仕上げ方法について知っている

パイプ曲げ良否判定方法について知っている

配管 2
溶接配管
（手溶接）

手動による配管の溶接ができる

ＴＩＧ、ＭＩＧ溶接機の取り扱い方法について知っている

適切な溶接条件（電流・電圧・ガス流量等）について知っている

溶融池の状況を加味した運棒、トーチ操作について知っている

溶接箇所の検査方法について知っている

溶接配管
（自動溶接機）

自動溶接機による配管の溶接ができる

自動溶接機の取り扱い方法について知っている

適切な溶接条件（電流・電圧・ガス流量等）について知っている

溶接箇所の検査方法について知っている

ねじ込み配管 ねじ込み配管ができる

配管用ねじについて知っている

継手およびシール材について知っている

配管箇所の漏れ検査方法について知っている

配管内清掃お
よび検査

管内異物試験ができる

管内の異物検査方法について知っている

管内の異物除去（フラッシング）の方法を知っている

管施設の機能試験ができる

水圧試験、機密試験、漏水試験などを知っている

試験結果の評価方法について知っている

計装設備工
事

電気信号配
線工事

1
電気信号配線
準備

職長（班長）の指示に従って作業に必要な資材、機器、工具等の準備
ができる

現場作業全体の流れを知っている

各種計装設備機器の名称を知っている

各種電気信号配線材料の名称を知っている

配線 管への通線、露出配線ができる

電気設備関連の法規を知っている

各種類のシンボル・記号を知っている

電気信号線の種類と特徴を知っている

必要な電気信号線の長さを知っている

機器接続 計装機器および制御機器への接続ができる

電気設備関連の法規を知っている

各種電線類を知っている

コネクター、圧着工具などによる各種機器への接続方法を知ってい
る

電気信号線の防護措置を知っている
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

制御盤への接
続

端子等接続作業ができる

端子・ピンの種類を知っている

ケーブルの種類を知っている

端子・ピンの圧着方法を知っている

配線作業ができる

電気配線図を知っている

主回路、制御回路の違いを知っている

計装装置の検
査

外観検査を行うことができる

擦り傷・切り傷の有無の判定方法を知っている

誤配線や配線接続不良の判定方法を知っている

導通検査を行うことができる

電気配線図の読み方を知っている

検査器具の取り扱いを知っている

通電検査を行うことができる

ＡＣ・ＤＣの電気特性を知っている

シーケンス回路を知っている

入出力の検査方法を知っている

保安 電気の保安に関する処置ができる

感電、漏電火災の防止措置を知っている

電線の断線防止措置を知っている

低圧電気機器の危険防止措置を知っている

電磁障害の防止措置を知っている

電気工事
高圧受変電
盤設置工事

2
高圧受変電盤
接続

系統とのケーブル引き込み作業ができる

電気設備関係法規を知っている

高圧架空線工事、地中埋設工事を知っている

ケーブル端末処理作業ができる

電気設備関係法規を知っている

高圧ケーブルの種類を知っている

ケーブルの端末加工方法、加工工具の使用法を知っている

高圧ケーブル接続作業ができる

電気配線図を知っている

接続工具の使用方法を知っている

適切な締め付けトルクについて知っている

低圧配電盤接続ができる

トランス2次側の配線作業について知っている

電線の各種接続方法を知っている

電気系統図を知っている

外観検査を行うことができる

擦り傷・切り傷の有無の判定方法を知っている

誤配線や配線接続不良の判定方法を知っている

絶縁抵抗試験を行うことができる

絶縁抵抗計の取り扱いを知っている

区分ごとの絶縁抵抗の測り方を知っている

報告書にまとめる方法を知っている

接地抵抗試験を行うことができる

接地抵抗計の取り扱いを知っている

接地抵抗の測定方法を知っている

報告書にまとめる方法を知っている

通電検査を行うことができる

高圧の危険性を知っている

高圧受変電盤
設置工事検査
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

高圧電気回路を知っている

低圧電路配
管

1 配管準備
職長（班長）の指示に従って作業に必要な資材、機器、工具等の準備
ができる

現場作業全体の流れを知っている

各種電気設備機器の名称を知っている

各種電気設備材料の名称を知っている

布設
露出配管、隠ぺい配管、コンクリート埋め込み配管などの各種配管が
できる

管の種類と特徴、それぞれの施工方法を知っている

各種類のシンボル・記号を知っている

設計図、仕様書、施工要領書を知っている

振動や圧力に対する管の防護装置を知っている

通線、接続に配慮したボックスの取り付けができる

ボックスの防湿処理を知っている

ボックスの防爆処理を知っている

支持 各種管の特性および造営材の種類に応じた適切な支持ができる

建築関連・電気設備関連の法規を知っている

管の種類に応じた適切な支持間隔を知っている

露出配管する場合の各種支持方法を知っている

管をコンクリートへ埋め込む場合の支持方法を知っている

屈曲 断面の変形に配慮した屈曲ができる

建築関連・電気設備関連の法規を知っている

管の種類に応じた適切な屈曲方法を知っている

接続 管とボックスおよび管相互の接続ができる

建築関連・電気設備関連の法規を知っている

管の種類に応じた適切な接続方法を知っている

接地 施工条件に応じた適切な接地工事ができる

建築関連・電気設備関連の法規を知っている

接地工事を知っている

低圧電路配
線

1 配線準備
職長（班長）の指示に従って作業に必要な資材、機器、工具等の準備
ができる

現場作業全体の流れを知っている

各種電気設備機器の名称を知っている

各種電気設備材料の名称を知っている

配線 管への通線ができる

電気設備関連の法規を知っている

各種類のシンボル・記号を知っている

電線・ケーブルの種類と特徴を知っている

必要な電線・ケーブルの長さを知っている

接続 配線器具およびケーブル相互間の接続ができる

電気設備関連の法規を知っている

各種電線類を知っている

コネクター、圧着工具などによる電線相互の接続方法を知っている

電線・ケーブルの防護措置を知っている

保安 電気の保安に関する処置ができる

感電、漏電火災の防止措置を知っている

電線の断線防止措置を知っている

低圧電気機器の危険防止措置を知っている

電磁障害の防止措置を知っている

動作試験 動作試験作業準備ができる

試験項目について知っている

操作手順について知っている

− 76 −



部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

試験に必要な準備物について知っている

動作試験ができる

動作試験結果の可否判定方法を知っている

不適合時の処理について知っている

安全作業について知っている

調整・試運転 調整・試運転 3
試運転計画 オペレーションマニュアルに基づいて試運転計画を立てることができ

る

試運転で想定される問題点を知っている

試運転で想定される問題点の対応策を知っている

中間検査実施済みで試運転検査の必要がない検査項目を知って
いる

試運転検査用の図面、写真、工場検査の試験成績を知っている

試運転に係る技術者の手配ができる

設計図書に示された機器相互の目標値を知っている

試運転検査に必要な機器メーカ技術員を知っている

試運転に必要な測定機器の手配ができる

測定器具の取り扱いを知っている

試運転要領、性能確認方法を知っている

試運転の調整方法を知っている

試運転後に提出する書類の準備ができる

諸官庁申請する書類を知っている

施主等に提出する書類を知っている

試運転の立会
試運転の立会ができる

各機器の運転状態記録表のまとめ方を知っている

性能検査方法を知っている

試運転の評価・
是正

試運転検査の分析評価ができる

試運転の実績値との比較検討における判断基準を知っている

時間管理、リソース管理、作業効率の観点からの評価法を知って
いる

試運転に付随する問題点を多角的に摘出・分析できる

試運転全体の評価結果を知っている

試運転による影響の予測、及び対応策を知っている

試運転検査結果を再検討して必要な対策を講じることができる

試運転において故障や不具合が生じた場合の対応策を知っている

試運転検査結果をフィードバックする要点を知っている

残作業の把握方法、是正措置を知っている

分析結果から適切に故障、不具合個所を関係者へ連絡することがで
きる

情報の分類法を知っている

リポートの作成方法を知っている

関係者への調整折衝の仕方を知っている

試運転後の
調整・報告 2

試運転後の調
整 各機器の系統ごとの測定・検査結果をまとめることができる

検査結果のデータ処理方法について知っている

故障や不具合が生じた場合の分析方法について知っている

不具合個所に対しての関係部署への連絡方法を知っている

試運転検査後
の報告

各検査結果を完了検査報告資料としてまとめることができる
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

各工事業者の行った施工完了書の確認方法を知っている

完成検査終了後に施主等に提出する契約書類、施工計画書、工
事打ち合わせ簿、工事資材検査等の各種書類内容の確認方法を
知っている

オペレート教
育

オペレート教
育

2 導入教育 納入先へ製品別のオペレート教育ができる

製造できる製品についての材料等の特徴を知っている

製品の違いによる製造工程を知っている

トラブル事例を知っている

引渡し
完成(竣工)
図書作成

2
完成図書の準
備

指定する完成図書として必要な資料の準備ができる

完成図書作成目的を知っている

完成図書として施主等が指定する資料を知っている

保全に関する資料(取扱説明書)の種類を知っている

施主等と打合せした記録の整理方法を知っている

施主等が指定するデータ変換方法を知っている

完成図書の整
理・作成

資料を整理して完成図書の作成ができる

不足資料について関係者との調整方法を知っている

指定様式に沿った完成図書の整理方法を知っている

施主等に対しての完成図書の説明方法について知っている

完成図書に不備があった場合の調整方法について知っている

引渡し・付帯
サービス

2
引渡し及び取
扱説明

取扱説明書（手順書等）を用いて、各機器の操作・運転方法の説明が
できる

製品仕様や動作環境について知っている

関連法規・規則等について知っている

工具類、付属品の引渡しについて知っている

アフターサービ
ス

設備運用に関する施主等の満足度を調査し､アフターフォローするこ
とができる

引渡後の保守メンテナンス関係の手続き方法を知っている

各種クレームの受付・処理方法について知っている

報告書のまとめ方について知っている
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

営業管理書類の種類を知っている

営業実績を売上目標と対比し、対策の検討ができる

受注報告書の集約方法を知っている

期間ごとの受注報告表、計画との対比（達成率）を知っている

客先・利益・年度別の仕訳、拠点別・全体の実績表（営業月報）を
知っている

行動計画書の
作成

営業計画書の作成ができる

年度別営業計画書の作成の流れを知っている

年度別営業計画書の月次・週次別への落としこみ方法を知ってい
る

業績目標を立てることができる

これまでの営業実績の整理ができる

全体営業計画を知っている

営業活動情報
の収集と分析 営業活動情報の収集ができる

必要な営業活動情報とは何かを知っている

営業活動情報の収集方法を知っている

各種優遇税制および特別償却制度を知っている

他社の製品･サービスとの比較ができる

自社・他社製品の販売動向を知っている

自社のリース契約内容を知っている

価格動向分析の方法を知っている

営業関連マーケティング調査情報の収集ができる

マーケティング業務全体の流れを知っている

企業内の営業計画に必要な情報の種類を知っている

営業計画策定のために収集した情報の分析方法を知っている

新規取引の開拓企画、受注促進ができる

見込み客・キーマン等を知っている

新規顧客に関わる営業日報の作成方法を知っている

宣伝広告の配布方法を知っている

販売チャネルの交渉及び確立ができる

販売チャネルの種類、効果を知っている

新規顧客開拓先の情報を整理できる

新規顧客開拓先の情報収集方法を知っている

見込客の選別・ランク付け方法を知っている

新規顧客開拓先に対する出張、訪問計画を作成できる

効果的な訪問方法等を知っている

得意先営業 得意先への訪問計画を作成できる

得意先の日程計画を知っている

顧客企業における製品の位置づけを知っている

得意先が持つニーズの確認ができる

得意先に関する諸情報を知っている

得意先担当者との情報交換・親睦ができる

得意先担当者の名前・経歴等を知っている

得意先が持つ予算額を知っている

得意先への適切な販売活動ができる

得意先の特徴、自社にとっての重要度を知っている

納品管理 2 製番毎に受注処理ができる

自社の受注システムを知っている

製品ごとの標準納期を知っている

新規顧客開拓
営業

受注・納期管理
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部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術

現品と在庫票とのチェック方法を知っている

物流管理 在庫管理システムの構築ができる

物流管理システムを知っている

出荷チェックリストを知っている

棚卸基準を知っている

人員の適正配置による効率化を図ることができる

倉庫レイアウト、ピッキング方式を知っている

機械の進行状況を知っている

荷役作業指示書を知っている

運送料の価格設定ができる

運送費基準を知っている

輸出梱包費基準を知っている

運送業者を知っている

本体在庫表作
成

在庫・物流管理の情報の整理及び基礎資料の作成ができる

本体在庫表に関する情報を収集できる

完成実績、出荷実績を知っている

本体在庫表の作成ができる

製品の保管と
管理

部品管理表の作成ができる

製品保管及び管理の方法を知っている

初期流動品の管理ができる

製品の防水と防塵及び防錆の処理ができる

製品の特徴を知っている

防錆剤を知っている

梱包 運送梱包費の基準設定ができる

発注社内手続を知っている

運送費基準を知っている

輸出梱包費基準を知っている

運送、梱包費のチェックができる

梱包資材の選定方法を知っている

梱包資材の発注方法を知っている

本体付属品、小物ツール梱包出荷ができる

本体、小物出荷時送り状の取り揃え方法を知っている

荷役・保管 荷役作業指示書の作成ができる

現品と在庫票のチェック方法を知っている

荷役機器の保守と管理ができる

荷役作業の安全を知っている

安全作業の維持方法を知っている

保管用機材（ラック、パレットなど）の保守、管理ができる

保管用機材を知っている

配車計画 運送業者の選定ができる

移動・移設機の車種選定ができる

出荷 出荷日を設定できる

物流管理システムを知っている

出荷日、出荷予定の処理方法を知っている

出荷チェックリスト要求の処理ができる

特殊仕様製品の出荷ができる

加工工程を知っている

立会通知書発
行

立会実施の可否判断ができる

機械の進行状況を知っている
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